
第26条【教育を受ける権利，教育の義務】 
（１）すべて国民は，法律の定めるところにより，その能力に応じて，ひとしく教育を受ける権利を有する。 
（２）すべて国民は，法律の定めるところにより，その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教育は，これ

を無償とする。 

第27条【勤労の権利及び義務，勤労条件の基準，児童酷使の禁止】 
（１）すべての国民は，勤労の権利を有し，義務を負ふ。 
（２）賃金，就業時間，休息その他の勤労条件に関する基準は，法律でこれを定める。 
（３）児童は，これを酷使してはならない。 

第28条【勤労者の団結権】 
勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は，これを保障する。 

第29条【財産権】 
（１）財産権は，これを侵してはならない。 
（２）財産権の内容は，公共の福祉に適合するやうに，法律でこれを定める。 
（３）私有財産は，正当な補償の下に，これを公共のために用ひることができる。 

第30条【納税の義務】 
国民は，法律の定めるところにより，納税の義務を負ふ。 

第31条【法定の手続の保障】 
何人も，法律の定める手続きによらなければ，その生命若しくは自由を奪はれ，又はその他の刑罰を科せられない。 

第32条【裁判を受ける権利】 
何人も，裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。 

第33条【逮捕の要件】 
何人も，現行犯として逮捕される場合を除いては，権限を有する司法官憲が発し，且つ理由となってゐる犯罪を明示する令状

によらなければ，逮捕されない。 

第34条【抑留・拘禁の要件，不法拘禁に対する保障】 
何人も，理由を直ちに告げられ，且つ，直ちに弁護人に依頼する権利を与へられなければ，抑留又は拘禁されない。又，何人

も，正当な理由がなければ，拘禁されず，要求があれば，その理由は，直ちに本人及びその弁護人の出席する公開の法廷で示

されなければならない。 

第35条【住居の不可侵】 
（１）何人も，その住居，書類及び所持品について，侵入，捜索及び押収を受けることのない権利は，第 33 条の場合を除い

ては，正当な理由に基いて発せられ，且つ捜索する場所及び押収する物を明示する令状がなければ，侵されない。 
（２）捜索又は押収は、権限を有する司法官憲が発する各別の令状により、これを行ふ。 

第36条【拷問及び残虐刑の禁止】 
公務員による拷問及び残虐な刑罰は，絶対にこれを禁ずる。 

第37条【刑事被告人の権利】 
（１）すべて刑事事件においては，被告人は，公平な裁判所の迅速な公開裁判を受ける権利を有する。 
（２）刑事被告人は，すべての証人に対して審問する機会を充分に与へられ，又，公費で自己のために強制的手続により証人

を求める権利を有する。 
（３）刑事被告人は，いかなる場合にも，資格を有する弁護人を依頼することができる。被告人が自らこれを依頼することが

できないときは，国でこれを附する。 

第38条【自己に不利益な供述，自白の証拠能力】 
（１）何人も，自己に不利益な供述を強要されない。 
（２）強制，拷問若しくは脅迫による自白又は長く抑留若しくは拘禁された後の自白は，これを証拠とすることができない。 
（３）何人も，自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場合には，有罪とされ，又は刑罰を科せられない。 



第39条【遡及刑罰の禁止，一事不再理】 
何人も，実行の時に適法であつて行為又は既に無罪とされた行為については，刑事上の責任を問はれない。又，同一の犯罪に

ついて，重ねて刑事上の責任を問はれない。 

第40条【刑事補償】 
何人も，抑留又は拘禁された後，無罪の裁判を受けたときは，法律の定めるところにより，国にその補償を求めることができ

る。 

第41条【国会の地位・立法権】 
国会は，国権の最高機関であつて，国の唯一の立法機関である。 

第42条【両院制】 
国会は，衆議院及び参議院の両議院でこれを構成する。 

第43条【両院の組織】 
（１）両議院は，全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する。 
（２）両議院の議員の定数は，法律でこれを定める。 

第44条【議員及び選挙人の資格】 
両議院の議員及びその選挙人の資格は，法律でこれを定める。ただし，人種，信条，性別，社会的身分，門地，教育，財産又

は収入によつて差別してはならない。 

第45条【衆議院議員の任期】 
衆議院議員の任期は，４年とする。但し，衆議院解散の場合には，その期間満了前に終了する。 

第46条【参議院議員の任期】 
参議院議員の任期は，６年とし，３年ごとに議員の半数を改選する。 

第47条【選挙に関する事項】 
選挙区，投票の方法その他両議院の議員の選挙に関する事項は，法律でこれを定める。 

第48条【両議院議員兼職の禁止】 
何人も，同時に両議院の議員たることはできない。 

第49条【議員の歳費】 
両議院の議員は，法律の定めるところにより，国庫から相当額の歳費を受ける。 

第50条【議員の不逮捕特権】 
両議院の議員は，法律の定める場合を除いては，国会の会期中逮捕されず，会期前に逮捕された議員は，その議院の要求があ

れば，会期中これを釈放しなければならない。 

第51条【議員の発言・表決の無責任】 
両議院の議員は，議院で行つた演説，討論又は表決について，院外で責任を問はれない。 

第52条【常会】 
国会の常会は，毎年１回これを召集する。 

第53条【臨時会】 
内閣は，国会の臨時会の召集を決定することができる。いづれかの議院の総議員の４分の１以上の要求があれば，内閣は，そ

の召集を決定しなければならない。 

第54条【衆議院の解散・特別会，参議院の緊急集会】 
（１）衆議院が解散されたときは，解散の日から 40 日以内に，衆議院議員の総選挙を行ひ，その選挙の日から 30 日以内に，

国会を召集しなければならない。 
（２）衆議院が解散されたときは，参議院は，同時に閉会となる。但し，内閣は，国に緊急の必要があるときは，参議院の緊


